
 

 

        広情個審第２９号  

令 和 元 年 ７ 月 ２ 日  

 

 広島市教育委員会 御中 

 

 

広島市情報公開・個人情報保護審査会 

会長 田邊 誠 

 

 

   公文書部分開示決定に係る審査請求に対する裁決について（答申） 

 

 

 平成２８年１１月７日付け広市教学学第９９号及び第１００号、同年１２月１３日

付け広市教学学第１２１号、平成２９年１月１６日付け広市教学学第１２８号から第

１３１号まで、同年２月２３日付け広市教学学第１５０号及び第１５１号で諮問のあ

ったこのことについては、別添のとおり答申します。 

 

（諮問第１８３、１８４、１８６、１９７～２０２号事案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 

 

別添（情報公開関係 諮問第１８３、１８４、１８６、１９７～２０２号事案）   

 

答   申   書 

 

  諮問のあった事案について、次のとおり答申します。 

 【諮問事案】 

① 平成２８年１１月７日付け広市教学学第１００号の諮問事案（諮問第１８３号事案） 

平成２８年７月２２日付けの公文書開示請求に対し、広島市教育委員会（以下「実施機関」という。）

が同年８月５日付け広市教学学第３０号で行った公文書部分開示決定に対する同年９月１３日付け

審査請求 

② 平成２８年１１月７日付け広市教学学第９９号の諮問事案（諮問第１８４号事案） 

平成２８年６月１日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同年７月１５日付け広市教学学第１

８号で行った公文書部分開示決定に対する同年９月１３日付け審査請求 

③ 平成２８年１２月１３日付け広市教学学第１２１号の諮問事案（諮問第１８６号事案） 

平成２８年９月８日付けの公文書開示請求２件に対し、実施機関が同年１０月２１日付け広市教学

学第９４号で行った公文書部分開示決定に対する同年１０月２５日付け審査請求 

④ 平成２９年１月１６日付け広市教学学第１２８号の諮問事案（諮問第１９７号事案） 

平成２８年９月１３日付けの公文書開示請求３件に対し、実施機関が同年１０月２７日付け広市教

学学第９６号で行った公文書部分開示決定に対する同年１１月１７日付け審査請求 

⑤ 平成２９年１月１６日付け広市教学学第１２９号の諮問事案（諮問第１９８号事案） 

平成２８年９月１４日付けの公文書開示請求２件に対し、実施機関が同年１０月２７日付け広市教

学学第９７号で行った公文書部分開示決定に対する同年１１月１７日付け審査請求 

⑥ 平成２９年１月１６日付け広市教学学第１３０号の諮問事案（諮問第１９９号事案） 

平成２８年９月８日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同年１１月１１日付け広市教学学第

１０４号で行った公文書部分開示決定に対する同年１１月２１日付け審査請求 

⑦ 平成２９年１月１６日付け広市教学学第１３１号の諮問事案（諮問第２００号事案） 

平成２８年９月３０日付けの公文書開示請求２件に対し、実施機関が同年１１月１１日付け広市教

学学第１０５号で行った公文書部分開示決定に対する同月２１日付け審査請求 

⑧ 平成２９年２月２３日付け広市教学学第１５０号の諮問事案（諮問第２０１号事案） 

平成２８年９月１３日付けの公文書開示請求４件に対し、実施機関が同年１２月９日付け広市教学

学第１１９号で行った公文書部分開示決定に対する平成２９年１月１１日付け審査請求 

⑨ 平成２９年２月２３日付け広市教学学第１５１号の諮問事案（諮問第２０２号事案） 

平成２８年９月１４日付けの公文書開示請求４件に対し、実施機関が同年１２月９日付け広市教学



２ 

 

学第１２０号で行った公文書部分開示決定に対する平成２９年１月１１日付け審査請求 

 

１  審査会の結論 

  実施機関が、上記９件の公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対して行った部分開

示決定はいずれも妥当である。 

 

２  審査請求の内容 

  審査請求人（以下「請求人」という。）の審査請求書における主張は、次のとおりである。 

 

⑴  審査請求の趣旨 

広島市情報公開条例（平成１３年広島市条例第６号。以下「条例」という。）に基づき、請求人

が行った本件開示請求について、上記公文書部分開示決定を取り消し、特定の個人が識別できるも

のを除くすべてを開示せよ。 

 

⑵  審査請求の理由 

特定個人の識別ができなければ、なんら意見書や決裁書類などについての情報は個人の権利利益

を害するものではない。 

 

３  実施機関の主張要旨 

  実施機関の主張は、次のとおりである。 

 

開示しなかった情報は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することが可能となるもの

又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがある情報に該当すると考えられるため、条例第７条第１号の規定により不開示とすることが適

当であると判断したものである。 

 

４  審査会の判断理由 

  当審査会としては、必要な調査を行い、条例に即して検討した結果、以下のとおり判断する。 

 

⑴  審査の併合について 

諮問第１８３、１８４、１８６、１９７～２０２号については、請求人が同一であるこ

と及び審査請求の趣旨が同様であることから、当審査会は、これらを併合して審議するこ

ととした。 

 



３ 

 

(2) 条例第７条第１号該当性について 

請求人は、本件開示請求に対して開示しないこととした部分（以下「本件不開示部分」という。）

のうち、特定の個人が識別できる情報（以下「特定個人識別情報」という。）を除く全てを開示す

るよう求めている。 

本件不開示部分には、個人の氏名、住所、性別、生年月日等の戸籍的事項に関する情報、児童生

徒の入学・卒業年度や保護者の職務内容等の経歴に関する情報、障害の有無・程度等や傷病名、運

動能力等の心身に関する情報、家族状況や居住状況、社会的活動状況等その他の個人に関する情報

が記載されているところ、氏名、生年月日などの特定個人識別情報以外の情報であっても、公にす

ることにより、他の情報と照合することで特定の個人を識別することが可能になるほか、個人の人

格と密接に関連していることから個人の権利利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって、本件不開示部分は条例第７条第１号に該当することから、実施機関が本件開示請求

に対し、部分開示とした決定はいずれも妥当である。 

 

  (3) まとめ 

  以上により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
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別紙１ 

 

審査会の処理経過 

 

年 月 日 処 理 内 容 

Ｈ２８・１１・７  広市教学学第９９、１００号の諮問を受理 

（諮問第１８４、１８３号で受理） 

Ｈ２８・１２・１３ 広市教学学第１２１号の諮問を受理 

（諮問第１８６号で受理） 

Ｈ２９・１・１６ 広市教学学第１２８、１２９、１３０、１３１号の諮問を受理 

（諮問第１９７、１９８、１９９、２００号で受理） 

Ｈ２９・２・２３  広市教学学第１５０、１５１号の諮問を受理 

（諮問第２０１、２０２号で受理） 

Ｒ１．５．１５ 

（第１回審査会） 

第１部会で審議 

Ｒ１．６．２１ 

（第２回審査会） 

 第１部会で審議 
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